Ver. 1.00
利用申請書兼承認書
九州大学病院ARO次世代医療センター 利用申請書兼承認書

提出日：（西暦）    年  月  日
九州大学病院長　殿
（申請者）
	□ 研究代表者
□ 研究責任者
□ その他
（　　　　　　　）
	機関名
	

	
	所属
	

	
	職名
	

	
	氏名
	


※研究代表者：多機関共同研究を実施する場合において、複数の研究機関の研究責任者を代表する者
　研究責任者：申請機関において当該研究に係る業務を統括する者

□ 九州大学病院ＡＲＯ次世代医療センター利用料金規程に基づき下記研究の支援を申請します。
□ 下記のとおり変更を申請します。（１．から５．に加えて６．も記載）

１．研究課題名・研究責任者・研究担当者
	研究課題名
	

	研究責任者
	氏名
	

	
	機関名・所属・職名
	

	研究担当者
	氏名
	

	
	機関名・所属・職名
	

	
	TEL
	

	
	E-mail
	



２．支援期間・支援内容
	支援期間
	原則年度ごとに記載（西暦）   年  月  日　から　（西暦）    年  月  日　まで

	支援内容
	□ 臨床試験フェーズ
	□ プロジェクトマネジメント
□ 開発企画（PK/PD/PGXを含む）
□ 薬事（PMDA相談、規制当局対応）
□ 治験調整（実施体制の構築、文書作成、書類保管 等）
□ コンサルテーション

	
	□ 非臨床試験フェーズ
	□ プロジェクトマネジメント
□ 開発企画
□ 事業企画
□ 薬事（PMDA相談、規制当局対応）
□ 事務（受託機関の調査・選定・契約、書類整備）
□ コンサルテーション

	
	□ データサイエンス
	□ 登録・割付
□ データマネジメント
□ IT関連（Webシステム開発/運用等）
□ 学術的支援

	
	□ その他
	□ 統計解析
□ 薬物動態解析
□ モニタリング業務
□ 安全性情報管理業務
□ 監査業務

	備考
	





３．経理事務担当者の連絡先
	経理事務
担当者
	氏名
	

	
	機関名・所属・職名
	

	
	TEL
	

	
	E-mail
	



４．経費
	支出経費
	□ 九州大学の学内経費（経費振替）　□学外経費（請求書を発行※原則PDFで送付）

	九州大学の学内経費の場合
	支出財源
	□ 文部科研  □ 厚生科研   □ AMED経費
□ 寄附金　  □ 間接経費　 □ 授業料/自己収入
□ その他［　　　　　　　　　　］

	
	所管名（所管コード）
	　　　　　（所管コード：　　）

	
	財源名（財源コード）
	　　　　　（財源コード：　　）

	学外経費の場合
	請求書宛名（機関名）
	

	
	機関住所
	〒


	請求時期の指定
	□ 指定なし（学外経費は年度末又は当該年度の支援終了時に請求書を発行します。）
□ 指定あり［　　　　　　　　　　］



５．同意・誓約
	□ 以下の全ての事項について確認し、同意・誓約します。
　（全ての項目に間違いがない場合は、□にチェックをしてください。）
・ 別紙１秘密保持誓約書の内容について同意・誓約します。
・ 申請者及びこの研究に参画する者が反社会的勢力に該当せず、かつ将来にわたって該当しないことを確約します。
・ この研究支援に関して、国立大学法人九州大学が文部科学省、厚生労働省及びAMED等へ報告等を行う際に、国立大学法人九州大学からの調査依頼に協力することに同意します。



６．変更箇所（変更申請の場合のみ記載）
	変更箇所
	□ １．研究課題名・研究責任者・研究担当者
□ ２．支援期間・支援内容
□ ３．経理事務担当者の連絡先
□ ４．経費
□ ５．同意・誓約
	※上記１．～５．の各項目を記載いただいた上で、変更した項目は、左欄で□にチェックをしてください。

	変更日
	□ 指定日なし　　□ 指定日あり（西暦    年  月  日）

	変更理由
	



九州大学病院ARO次世代医療センター / 病院事務部記載欄
	シーズ番号
	□ シーズ登録あり（ □ CTR　　　□ A　　　□ H　　　□ B　　　□ C　　 
　　　　　　　　　　□ その他（　　　　） ）
□ シーズ登録なし

	料金区分
	□ 学外　　□ 学内　　□ 利用料金に学外・学内の区分がない支援のみ

	上記申請については、（ □ 以下の条件のもと承認する。　□ 承認しない。 ）
・利用料金は、　年　　月　　日付け見積書のとおりとする。
・特記事項（ □ 有（　　　　　）　□ 無 ）
なお、この申請及び支援に関して、国立大学法人九州大学は、別紙１秘密保持誓約書で申請者等が負う秘密保持義務と同等の義務を負うものとする。
　（西暦）    年  月   日
国立大学法人九州大学
九州大学病院長　　中島　康晴


※ 「以下の条件のもと承認する。」にチェックした本紙の送付をもって、承認通知とします。


別紙１

秘密保持誓約書

「九州大学病院ARO次世代医療センター 利用申請書兼承認書」（以下「利用申請書」という。）に記載する申請者、研究責任者及び研究担当者（以下「申請者等」という。）は、国立大学法人九州大学より研究の支援を受けるにあたり、以下のとおり秘密保持義務を負うことを誓約する。

（適用範囲）
第１条　この誓約書は、利用申請書に記載する研究（以下「本研究」という。）の実施（以下「本目的」という。）のために、国立大学法人九州大学が支援可能性の検討（以下「本検討」という。）及び支援（以下「本支援」という。）を行う際に発生する秘密情報に対して適用する。

（秘密情報の定義）
第２条　この誓約書において「秘密情報」とは、利用申請書提出の前後を問わず、本検討及び本支援の際に開示側当事者（以下「開示者」という。）から受領側当事者（以下「受領者」という。）に開示又は提供された情報であって、次の各号のいずれかに該当する技術上又は営業上の情報をいう。
(1) 文書又は電子媒体等の有体物により開示又は提供された情報にあっては、当該情報に秘密又はそれと同様の表示が明記されている情報
(2) 口頭又は視覚的方法により開示された情報にあっては、開示の際に秘密情報である旨を受領者に告げ、かつ、開示後30日以内に開示者が、秘密である旨を明記した書面その他の媒体を受領者に送付することにより、相互にその内容を確認した情報
２　前項の定めにかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報については秘密情報から除外するものとする。
(1)　開示時に公知であった情報及び開示後に受領者の責によらず公知となった情報
(2)　開示時に既に受領者が保有していた情報
(3)　受領者が正当な権利を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手した情報
(4)　開示者の秘密情報に依存することなく、受領者が独自に開発した情報。
(5)　秘密情報から除外することについて書面により事前に開示者の同意を得た情報

（秘密保持義務）
[bookmark: _Hlk184971910]第３条　受領者は、開示者から開示又は提供された秘密情報を、本研究を実施する上で必要最小限の自己の関係者のみに開示又は提供するものとし、事前に相手方の書面による同意を得た場合を除き、秘密情報を第三者に開示、提供又は漏洩してはならない。
２　受領者は、開示者の書面による事前の承諾なしに秘密情報を本目的以外の目的のために使用してはならない。
３　受領者は、相手方の同意を得て第三者に秘密情報を開示又は提供する場合、当該第三者にこの誓約書と同等の秘密保持義務を課すものとし、また、当該第三者の行為について連帯して責任を負うものとする。

（秘密保持義務の例外）
第４条　受領者は次の各号のいずれかに該当する場合、開示者の事前の承諾なしに秘密情報を開示することができる。
(1)　弁護士、会計士及びこれらに準じる第三者に対する秘密保持義務を負う者に開示する場合
(2)　官公庁若しくは裁判所の要求又は法令に基づき開示を要求された場合（ただし、受領者は、開示者に対して直ちに当該要求の内容を書面により通知し、かつ、十分な秘密保持の方策を講じるものとする。）

（秘密情報の管理）
第５条　受領者は、開示者から開示又は提供された秘密情報を自らが保有する秘密情報と同様の注意をもって管理するものとする。

（個人情報の取扱い）
第６条　この誓約書において｢個人情報｣とは、個人情報保護法第２条第１項に規定された情報をいう。
２　受領者は、開示者から提供される情報に個人情報が含まれているときは、個人情報保護法並びにこれに関連する法令、指針及びガイドラインを遵守の上、個人の権利利益を侵害することのないよう、その取扱いを適正に行うことができるよう必要な措置をとるものとする。なお、当該個人情報保護義務は、本契約の失効後も期限の定めなく有効に存続するものとする。

（複写・複製）
第７条　受領者は、本目的のために必要な最小限度の範囲で、開示者から開示を受けた秘密情報を複写又は複製することができる。
２　複写又は複製した情報についても、秘密情報としてこの誓約書の対象とする。

（知的財産権）
第８条　受領者は、開示者の秘密情報に基づきなした発明、考案、意匠、著作物等について知的財産権の出願又は登録申請を行うときは、事前に開示者に文書でその旨を通知し、権利の帰属、出願又は登録申請の内容その他必要な事項について、協議し決定する。

（秘密情報の帰属と非保証）
第９条　秘密情報に係る所有権、知的財産権その他一切の権利は開示者が有するものであり、受領者に対する秘密情報の開示により、いかなる権利も、明示的又は黙示的に関らず、受領者に譲渡又は許諾されるものではない。
２　すべての情報は「現状のまま」で提供され、開示者は、受領者に対して、その正確性、とりわけ第三者の知的財産権等を侵害していない旨及び受領者の商品等に適合する旨の正確性に関し、いかなる保証も与えるものではない。

（技術情報等輸出）
第１０条　受領者は、秘密情報及びこれを記録した一切の文書等（複製物を含む。）について、全ての関連法規、規則及び命令（輸出規制貨物又は技術情報の輸出に関する外国為替及び外国貿易法を含むが、これに限らない。以下「関連法規」という。）を遵守して取り扱う。
２　受領者は、関連法規に基づき必要とされる関係国政府（日本国政府に限らない。）の許可を得ることなく、秘密情報、これを記録した一切の文書等（複製物を含む。）及びこれらを使用して製造された製品若しくは装置又はこれらに係る役務を輸出又は再輸出してはならない。

（有効期間）
第１１条　この誓約書は、本条第２項に定める有効期間開始日から本条第３項に定める有効期間終了日まで有効とする。
２　有効期間開始日は、利用申請書の提出日にかかわらず、本研究に関して申請者等が、国立大学法人九州大学に支援の相談を開始した日とする。
３　有効期間終了日は、利用申請書が承認された場合においては利用申請書に記載する支援期間の終了日、利用申請書が承認されなかった場合においては承認しないことの通知日とする。
４　本支援の実施に関して、別途、委託契約又は秘密保持契約等（以下「関連契約」という。）が締結され、関連契約により情報の秘密保持に関する条項が規定される場合、関連契約が締結された日をもって、この誓約書の有効期間は終了する。ただし、この誓約書における秘密情報は関連契約の秘密情報と見なし、秘密保持の取扱いは関連契約の規定に従うものとする。

（存続条項）
第１２条　本約款の有効期間が終了した場合においても、第２条、第３条、第４条、第５条、第７条、及び第８条については有効期間終了日から５年間有効に存続し、第６条、第９条、第１０条、第１３条及び第１４条については有効期間が終了した後も各条項の遵守に必要な限りにおいて存続する。
２　前条第４項によりこの誓約書の有効期間が終了した場合、前項は適用されないものとする。

（情報の返却・廃棄）
第１３条　受領者は、有効期間終了日の翌日から起算して３０日以内に開示者からの要請があった場合、秘密情報を記録した一切の文書等（複製物を含む。）を開示者に返却若しくは廃棄又は開示者の指示に従い処置する。廃棄した場合は、廃棄したことを証する文書を開示者に提出するものとする。

（紛争の解決）
第１４条　この誓約書又はその条項に関連し、両当事者間で疑義、相違、又は紛争が発生した場合、両当事者は信義誠実の原則に従い、相互の協議によりこれを解決する。
２　この誓約書は、日本法に準拠し、同法に従って解釈される。
３　この誓約書に関して発生する紛争については、被告の主たる所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
以下余白
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